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５ Summary

\ Contracting Entity : Shinich Suga, Direc-

tor of Administration Department, Oarai

Research and Development Center of Japan

Atomic Energy Agency.

] Classification of the products to be pur-

chased : 26

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : Electricity to be used in Oarai

Research and Development Center ÚSouth

AreaÙ of Japan Atomic Energy Agency.

_ Delivery period : From 1 April 2012 th-

rough 31 March 2013

` Delivery place : As shown in the tender

documentation

a The Same with the notice above No. 23`

3414`1

b Time-limit for Tender : 3 : 30 PM, 5

March 2012

c The Same with the notice above No. 23`

3414`1

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 24年１月 13日
独立行政法人日本原子力研究開発機構
敦賀本部 業務統括部長 中村 忠嗣

◎調達機関番号 601 ◎所在地番号 18

〇第 23`4418`２号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 24

] 借入件名及び数量 （Ｈ24`03）放射線管
理用計算機のリース １式

^ 借入件名の特質等 入札説明書による。
_ 借入期間 平成24年６月１日から平成29年
11月30日まで

` 納入場所 入札説明書による。
a 入札方法 落札決定にあたっては入札書に
記載された金額に当該金額の５パーセントに
相当する額を加算した金額（当該金額に１円
未満の端数があるときは、その端数金額は切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とす
るので、入札者は、消費税に係る課税事業者
であるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の105分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条項中、特別
の理由のある場合に該当する。

] 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。

^ 独立行政法人日本原子力研究開発機構競争
参加資格審査において資格を有すると認めら
れた者であること。

_ 独立行政法人日本原子力研究開発機構契約
部長から指名停止にされている期間中の者で
ないこと。

` 警察当局から、独立行政法人日本原子力研
究開発機構に対し、暴力団員が実質的に経営
を支配している業者又はこれに準ずるものと
して、建設工事及び測量等、物品の製造及び
役務の提供等の調達契約からの排除要請があ
り、当該状況が継続している者でないこと。

a 独立行政法人日本原子力研究開発機構が要
求する技術条件を満たすことを証明できる者
であること。

３ 入札書の提出場所等
\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒914`8585 福井県敦賀市木崎65`20 独
立行政法人日本原子力研究開発機構 敦賀本
部 業務統括部 調達課 ＴＥＬ0770`21`

5025

] 入札説明会の日時及び場所 実施しない。
^ 入札書の受領期限 平成24年３月５日午後
５時00分（郵送の場合は必着のこと）

_ 開札の日時及び場所 平成24年３月28日午
後１時30分 独立行政法人日本原子力研究開
発機構 アトムプラザ２階 アトムホール

４ その他
\ 契約手続きに用いる言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封かんした入札書のほ
かに、当機構の交付する入札説明書に定める
入札仕様書等及び必要な証明書等を入札書の

受領期限までに提出しなければならない。提
出された証明書等を審査の結果、当該作業を
履行できると認められた者に限り入札の対象
とする。また、入札者は、開札日の前日まで
の間において、仕様書及び必要な証明書等に
ついて、説明若しくは協議を求められた場合
は、それに応じなければならない。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札に関する
条件に違反した入札書は無効とする。

` 契約書作成の要否 要
a 落札者の決定方法 仕様書等を技術的に検
討し、使用目的に耐え得ると本機構が判断し
た者のうち、予定価格の制限の範囲内で最低
価格をもって有効な入札を行った入札者を落
札者とする。

b その他詳細は入札説明書による。
５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Tadashi Nakamura,

Director of Administration Department,

Tsuruga Head Office of Japan Atomic

Energy Agency

] Classification of the Products to be Pro-

cured : 24

^ Nature and quantity of the products to be

leased : Lease of radiation control comput-

er system, 1 set

_ Lease period : From 1 June 2012, through

30 November 2017

` Delivery place : As shown in the tender

documentation

a Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall

{ not come under Article 70 of the Cabi-

net Order concerning the Budget, Audit-

ing and Accounting. Furthermore minors

Person under Conservatorship or Person

under Assistance that obtained the con-

sent necessary for concluding a contract

may be applicable under cases of special

reasons within the said clause,

| not come under Article 71 of the Cabi-

net Order concerning the Budget, Audit-

ing and Accounting,

} have the qualifications for participat-

ing in tendering procedures by Japan

Atomic Energy Agency,

~ not be currently under suspension of

nomination by Director of Contract De-

partment, Japan Atomic Energy Agency.

b Time limit for tender : 5 : 00 PM, 5 March

2012

c Contact point for the notice : Purchase

section, Administration Department,

Tsuruga Head Office, JAEA, 65`20 Kizaki

Tsuruga-shi Fukui-ken 914`8585 Japan.

Tel 0770`21`5025

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 24年１月 13日

独立行政法人労働者健康福祉機構
契約担当役理事 大橋 哲郎

◎調達機関番号 590 ◎所在地番号 14

〇第 111号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 71、27

] 購入等件名及び数量 グループウェアシス
テムの構築及び運用保守の調達

^ 調達件名の仕様等 入札説明書による。
_ 履行期間 契約締結日～平成29年５月31日
までの間

` 履行場所 入札心得書による。
a 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の５パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の105分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。ただし、未成年者、被保
佐人又は被補助人であって、契約締結のため
に必要な同意を得ている者については、この
限りではない。™
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